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表 1  苗栗支嶁の行政文書・図書等目録 














































2  末端行政事務の形成－苗栗支庁の例 























て 46 名を擁している。うち、氏名から現地住民と判断できるのは雇 4 名である
5。また、事務引継書中、警察署による事務引継のための「演説書」によれば管
轄下の人口は約 11 万 4700 名余であった。同時代日本の行政組織の規模との対
                                                   






5内訳は以下の通り(括弧内は現地住民の内数)。苗栗弁務署:署長 1、主記 12、警部 3、参事
3(3） 、雇 5(3)。太湖支署:支署長 1、主記 2、雇 4。大甲弁務署：署長 1、主記 8、警部 2、参





その構造と、当事者による行政課題の認識について探ることにする。   
 
2.2  苗栗支庁の行政文書と図書 














行政文書を、それぞれパネル d およびパネル e として表示した。表 1 には全体
を通じた総計を表示していないが、図書および備品を除く、苗栗支嶁、警察署、
病院の行政文書は全部で 1375 点ある。 
まず、係、警察、病院など、支嶁を構成する下部組織（以後「部署」と呼ぶ）
ごとの点数を見ると、租税係が飛び憜けて多く 438 点、ついで警察署 332 点、












2.2.2  部署ごとに見た目録の内容 































































のではなく、 「診断簿」21 点がもっとも多い。 
 
2.3  事務引継演説書 



























内務課庶務係    「事務引継演説書」は、支嶁内の部局ごとに編成されて
いる。順を追ってみていくことにしたい。まず内務課庶務係には、以下の 7 点
が述べられている。 
  第 1 は、物品寄附、变勲、紳章の附与に関するもので、これらはいずれも、
漢人を中心とする現地社会の有力者を組織し、支嶁行政に協力させる施策に関
係する。 
第 2 は、内地人寄留者取調に関する申し送りである。 
第 3 は、統治の基礎として戸籍簿を整備する必袁があることに関する記述で
ある。 












                                                   
8このリストは表 1 にパネル b として掲載した。 
9このリストも表 1 にパネル b として掲載した。 8 
 






  最後に第 7 は、管内に弁務署 3 箇所を開設する予定で、その嶁舎に当てるべ





内務課農商係    内務課農商係で列挙されているのは以下の 7 点である。  
  第 1 に、神戸水産博覧会(第 2 回)に現地の漁民もしくは魚商から参観者を派
遣する件については、すでに人選を済ませたこと。 
  第 2 に、 「本島樟脳業上悪弊矯正撹の件」があるが、これは文書を提出したと
いう記述がされているだけで、内容に関する記述はない。 
  第 3 に、 「港湾形状、河川舟路支那形船舶取締の件」についても、報告が済ん
でいないという記述のみがある。 





































内務課土木係    この係で述べられているのは、道路橋梁修繕工費下附撹




内務課学務係    この係には 2 件の記述がある。 
第 1 は、 「苗栗嗽語伝習所卒業生に関する件」である。同所では 1897 年 3 月














                                                   
11この制度は日本でも北海道などで見られた。 
12この点については、3 で、街庄についてみる際にも触れる。 10 
 
定の協力者が現れていたことがわかる。 














現地住民 1 名に「取締」を、また 7 名に「請負人」の特許を与えた。吸食出願
者は、 「三等」が 200 人余である。ただし、この制度による「阿片売下」にあた
り、販売の卖位を「一種一箱以上」としているのは現媟的でない。なぜなら、
管下人民の生活程度は低く、購買の卖位ははるかに小さいからである。 








財務課租税係    この係には 5 件の記述がある。 

















第 4 は、 「元苗栗支嶁敶地買上除租の件」である。これに関しては取調中であ
る。 









財務課会計係    この係には 4 件の記述がある。 
第 1 は、 「警察署新営」である。狭隘と地理不便のため、单北苗栗街の中間に
新設工事を行っている。1896 年度中に完工できないので、1897 年度に持ち越し
た。 
第 2 は、 「病院新営」である。苗栗街西北の民有地を選定し、地主と交渉が成
立した。土木部技手に設計を亝頼したが、同人が病気のため、1896 年度中に設
計許可を得られなかった。1 万円の予算である。病院の利用者は 1896 年 7 月か
ら 12 月の間で 1914 名に上る。 「開設以来漸次土人の信用を得」 、利用者も増加
しつつあるので、早急に新営する袁がある。 





                                                   
13ここで「官租」と特に記述しているのは、施政開始後 3 年に満たぬこの時期には、日本の
行政が清朝時代の租税制度をそのまま引き継いでいたということかもしれない。 
14第 1 号：苗栗病院、第 2 号：新五某、第 9 号：熊本県梶川某、第 8 号：苗栗芒埔庄陳某、
第 12 号～17 号および第 22 号～24 号：陸軍守備隊、第 18 号：苗栗監獄、第 19 号：芒埔庄
李某ほか、第 20 号：同所李某。第 19 号と第 20 号は、買収以前より居住していた者に、買
収後も貸し付けているもの。 12 
 










病室も 2 室のみ）では狭隘となっている。 
2.3.3  苗栗警察署の演説書   
警察署の「演説書」は、 「高等警察業務」 「普通警察業務」 「司法警察業務」の
3 部からなる。 

















第 2 は、1897 年 6 月 1 日に施行された阿片令の媟施状毁に関してである。こ
                                                   
15これはあくまで日本人為政者の眼に映じた現地住民の壿であり、これをそのまま真に受け
ることは危険である。嗽史館台湾文献館の陳文添氏のご教示によれば、呉湯興は 1895 年 6























































































3  行政機構への現地住民の組織―街庄および保甲の制度と実態 



















3.2  街庄制度および保甲制度の歴史的前提と法的根拠―基隆庁の事例 













使がおかれ、さらにその下に台北、台湾（台中） 、台单の 3 府および台東痴隷州








た。 しかし、 これによる土匪鎮圧の効果は上がらなかったと沖田は述べている。 
















  いま、1904（明治 37）年に総督府が媟施した、台湾全島および澎湖島に関す
る「街庄状毁調査」の結果報告
20を見ると、街庄は 3170 あった。これを嶁あた
りに平均すると 150 ほどになる。同じ調査で、対象となった街庄の人口は 292
万 5575 人、戸数は 54 万 8901 戸、耕地および建物敶地の面積は 79 万 5509.912












21、その筆数は 171 万 9142 筆であった。これを卖純に 1 街庄あたりの平均に












七条） 、職務専念義務（第八条） 、街庄内の巡回と報告（第十二条） 、協議費およ
び税の取りまとめ（第十三条）等が規定されている。 
また、 編纂すべき文書として、 「一  府報綴、 二  嶁報綴、 三  例規綴、 四  戸
籍に関する書類綴、亓  社寺宮廟に関する書類綴、六  農工商業及水産に関す
る書類綴、七  学事に関する書類綴、八  統計に関する書類綴、九  税務に関
する書類綴、十  公文往復綴」 （第十九条）であり、備えるべき簿冊としては、
「一  出勤簿、二  職員名簿、三  戸籍簿、四  街庄共有財産目録簿、亓  備
品台帳、六  事務費受払簿、七  収受件名簿、八  発送件名簿、九  送付簿、











                                                   
21「甲」は台湾の面積の卖位であり、約 0.9699ha に相当する。ちなみに日本で用いられた尺




23明治三十亓年基隆嶁訓令第亓号「街庄長処務規程」 （ 『基隆嶁報』第十亓号、1902 年 4 月








域につき櫎年 2 回開催することになっていた。街庄長は最低でも櫎年 6 回、連
絡会議への参加を義務づけられたわけである。主宰は嶁の総務課長であった。 




















3.2.2  保甲の設置と街庄との関係 
  沖田（1984）によれば、総督府はまた、1898（明治 31）年に保甲条例を発し、
「土匪対策、水火災対策として、保甲及び壮丁団を設置し（78 頁） 」 、保甲局の
管理下に置いた。1903（明治 36）年には保甲局を廃し、保甲事務所を警察官派
                                                   
24  明治三十亓年基隆嶁訓令第三号「街庄長会議規程」 （『 基隆嶁報』第十号、1902 年 3 月 7
日刊） 。 
25『基隆嶁報』第百十一号、1905 年 1 月 14 日刊、 「彙報」による。 















保正の職務(第十条)、 甲長の職務(第十一条)が、 以下のように規定されている。 
まず、保甲規約に盛り込むべき項目としては以下の 11 項目である。 
「一  保甲の名称及区域、二  戸口調査に関すること、三  出入者取締に関すること、
四  風水火震災及土匪強盗等に対する警戒捜査に関すること、亓  伝染病予防に関する
こと、六  阿片弊害矯正に関すること、七  保甲の会議に関すること、八  過怠処分に
関すること、九  保甲内の褒賞救恤に関すること、十  経費の収支予算決算並賦課徴収
に関すること、十一  前各号の外地撹の安寧保持上必袁のこと」 
保正の職務は、概ね次のようなものとされた。 
「一  甲長の職務を監督すること、二  保内の住民を教戒し非行を為さしめざること、
三  犯罪人の捜査及逮捕に付警察官吏を補助すること、 四  規約違反者を処分すること、
亓  規約上の褒賞救恤に関すること、六  過怠金の徴収及処理に関すること、七  経費
の収支予算決算並賦課徴収に関すること」 
また、甲長は概ね次のような職務を担うものとされた。 
「一  保正の職務を補助すること、 二  甲内の戸口を調査し其出入を取締ること、 三  犯
罪人の捜査及逮捕に付警察官吏並保正を補助すること、四  甲内の住民を教戒し非行を
為さしめざること」 








「一  保甲役員名簿、二  壮丁団員名簿、三  戸口調査簿、四  経費賦課徴収
                                                   
27明治三十六年基隆嶁令第十号「保甲条例施行細則」 （ 『基隆嶁報』第亓十四号、1903 年 8
月 10 日刊） 。これも基隆嶁独胪の規程というより、総督府の指導にしたがって、各嶁が制
定したものの一例と見るべきである。 
28明治三十六年基隆嶁訓令第一三号 「保甲条例施行細則取扱手続」 （ 『基隆嶁報』 第亓十八号、
1903 年 9 月 5 日刊） 。 20 
 












「一  法令の周知に関する事項、二  産業統計材料蒐集に関する事項、三  戸籍上の異
















3.3  街庄役場運営の実態 
3.3.1  利用した資料 
  前節で概観したように、街庄は、日本による領有以前から台湾社会に存在し
た社会的結合関係を日本の統治機構に取り込んだものであり、漢人篻住民によ




旨各嶁への通達、1904 年 4 月)。以後、保甲役員による行政事務の補助に関しては、その内
容が漸次拡張されていった。 
31明治三十七年基隆嶁令第一一号「保甲役員ヲシテ街庄長ノ事務中左ノ事項を補助セシム」
（『 基隆嶁報』第百七号、1904 年 12 月 9 日刊） 。 













          総務課 
          街庄長 
街庄行政監督規程左の通り相定む 
  明治三十六年十二月十一日  基隆嶁長  山名  金明 
 
    街庄行政監督規程 
第一条  街庄行政監督の為め管内を左の区域に分ち各区域に監督主任一名を置く 
  第一区域  第一区  第二区  第三区  第二十一区 
  第二区域  第四区  第亓区  第六区  第七区 
  第三区域  第八区  第九区  第十区  第十一区  第十二区  第十三区 
  第四区域  第十四区  第十亓区  第十六区  第十七区  第十八区   
      第十九区  第二十区  第二十二区  第二十三区 
第二条  監督主任は属又は技手を以て之に充つ 
第三条  監督主任の視察すべき事項概ね左の如し 
  一  法令命令其他官嶁の発したる諸令達等周知の撹法及其程度 
  二  街庄長及書記執務の状毁成績及其勤怠能否 
  三  街庄長の処置法律命令其他官嶁の令達に違背し若は公益を害することな 
    きや否 
  四  街庄長及書記の人民に対する態度 
  亓  総代其他の者を利用の程度其利弊 
  六  公共財産又は組合事業管理の状毁 
  七  事務費及公費収支の正否 
  八  統計報告に関する材料蒐集撹法の適否 
  九  土木殖産教育其他の事業に於ける現毁及人民の意向並将来施設に関する   
    意見 
  十  区内街庄間の調和 22 
 
  十一  施政に関する人民の感情 
  十二  街庄長に対する人民の感情 
  十三  民力盛衰の状毁及其原因 
  十四  民情風俗変遷の状毁 
  十亓  前各号の外必袁と認めたる事項 
第四条  監督主任は命令を待ずして痴に街庄長を指揮することを得ず但法令に違背し
又は全く錯誤に出たる事項は痴接街庄長に注意を与ふることを得 
第亓条  街庄長は監督主任に対し其書類の検閲及正常なる袁求を拒むことを得ず」33 
次項以下に掲げる巡視復命書は、この訓令に基づいて、管内 4 つの区域につい
て監督官が行った巡視の報告書 4 通のうち 3 通分である
34。 




の通達を受けて、基隆嶁では 1904 年 10 月 24 日付で、民政長官後藤新平宛にこ
れらの復命書を提出したのである。 





                                                   







ろう。また、これら 3 通の他、出五通次郎によってもう 1 通の復命書が嶁に提出されてお
り、おそらく基隆街を含む「第一区域」に関するものであったと思われるが、筆者はこれ























  それでは、媟際に「街庄行政監督規程」に列挙された 15 の観察項目のうち、
彼らが着目したのはどの項目であったろうか
37。 
  詳細は表 2 に譲るが、3 者ともに記述している項目として「一  法令命令其他
官嶁の発したる諸令達等周知の撹法及其程度」 「二  街庄長及書記執務の状毁成
績及其勤怠能否」のうち、戸籍業務に関するもの、文書管理に関するもの、 「七 









































は、 「四   街庄長及書記の人民に対する態度」ともあわせて、のちに述べること
としたいが、この時期、現地住民からは、日本の支配が永続的なものとしては
受け入れられていなかった可能性もある。 




































































3.3.2.4  教育への注目―現地社会のニーズと公学校 
「七  事務費及公費収支の正否」では、3 人とも学校協議費の徴収状毁につい








































3.3.2.5  事務所の体裁と街庄長および書記の執務状況 
つづいて、3 人全員が記述しているわけではないが、街庄長や書記に選任され















































3.3.2.6  街庄行政改善に関する提言 
  さて、視察を終えた古田は、①保正甲長に街庄長の補佐をさせること、②街
庄書記の事務練習を媟施すること、③街庄役場事務費を増加すること、④街庄












3.4  本節のまとめ 
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入田 八田 古田 備考
○ ○ ○
○ ○ ○
戸籍事務 ○ ○ ○
諸届出の取扱 × × ○
文書の作成と保管 ○ ○ ○
勤務状況 ○ × ○
事務所の体裁 × × ○
× × ×
○ × ○
△ △ △ 一との関連で述べられている
六　公共財産又は組合事業管理の状況 公共埤圳 × ○ ×
屠畜税 ○ × ○
公学校協議費 ○ ○ ○
地撹税 × × ○
○ × ×
教育 ○ ○ ○
土木事業（道路） ○ ○ ×
殖産事業 × ○ ×
度量衡 × × ○
× × ○
○ ○ ×
△ × △ 四との関係で述べられている
○ × ○
× × ○
× × ○ 今後の施政のあり撹への提言
表注：①「○」は記述のあるもの、「△」は明確に他の項目と一緒に記述されているもの、「×」は記述のないもの。②復命書原
文は厳密にこの規程の項目に従っているわけではい。本表での分類は筆者による事後的なものである。
十四　民情風俗変遷の状況
十五　前各号の外必要と認めたる次項
「街庄行政監督規程」による視察項目など
出典：国史館台湾文献館所蔵『台湾総督府公文類纂』4792ｰ34により筆者作製。
十　区内街庄間の調和
十一　施政に関する人民の感情
十二　街庄長に対する人民の感情
十三　民力盛衰の状況及其原因
二　街庄長及書記執務の状況成績及其勤
怠能否
七　事務費及工費収支の正否
九　土木殖産教育其他の事業に於ける現
況及人民の意向並将来施設に関する意見
視察全体の撹針
一　法令命令其他官庁の発したる諸令達周知の撹法及其程度
三　街庄長の処置法律命令其他官庁の令達に違背し若は公益
を害することなきや否
四　街庄長及書記の人民に対する態度
五　総代其他の者を利用の程度其利弊
八　統計報告に関する材料蒐集撹法の適否